
４．情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化

（幹事機関：東海総合通信局）
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優先的に取り組む連携課題（10課題）の中間レビューヒアリング結果とりまとめ（H28.3.31時点。予定含む。）（4/10） 

目的の達成状況についての凡例：【○：おおむね達成】【△：継続して実施が必要（目的達成に向けてＰＤＣＡや関係機関への展開が引き続き必要なもの）】 

【▲：継続して実施が必要（未着手の課題や新たに生じた課題についての検討が必要なもの）】 

優先的に取り組む 

連携課題（幹事機関） 
4. 情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化（東海総合通信局） 

項目 
情報通信基盤の耐災害性の 

強化 

緊急速報メールの 

エリア拡充の推進 

防災行政無線の充

実・強化の推進 

臨時災害放送局開局

に向けた環境整備 

情報伝達手段の充実 

に向けた取組サポート 
情報共有の強化 

達成状況 

･非常通信体制の総点検や非
常通信訓練については、東
海地方非常通信協議会に
おいて確実に実施され、ま
た、南海トラフ巨大地震の
被害想定に基づいた非常通
信ルートの見直しが行われ
るなど災害時における通信
手段の強化が図られた。 

･地方公共ネットワークの強
靱化は 3 件、放送局の強靱
化は 4件、ＣＡＴＶ事業の
強靱化は 20 件、防災情報
ステーションの整備は 10
件それぞれ支援し、引き続
き対応を継続している。 

･全ての管内市町

村が大手携帯電

話事業者の緊急

速報メールサー

ビスを導入して

おり、目的は概

ね達成された。 

･同報系防災行政

無線の導入率は

約 93%に向上し、

所期の目的は概

ね達成された。 

･臨時災害 FM 放送

局の概要等につい

て各種講演会等

の機会を捉えて周

知活動を行ったと

ころ、独自に災害

時に備えて FM 放

送機材を備蓄す

る地方自治体も

出現するなど一定

の成果が得られ

た。 

･電気通信分野では、県や
電気通信事業者等との連
絡会により連絡体制を整
備し、また、放送分野で
は、FM 方式による AM ラ
ジオ放送の補完を行う放
送局へ予備免許を付与す
るなど情報伝達手段の充
実に向けた一定の成果が
得られた。 

･さらに、非常災害時にお
いて地方公共団体等から
の要請により災害復旧関
係者に衛星携帯電話等の
無線機の貸出しを行って
いる。 

･災害情報などを迅速かつ効

率的に住民まで伝達するた

めの情報通信基盤であるＬ

アラートは、平成 27 年 6

月から東海 4県全てでの本

格運用が始まり、地方公共

団体からの災害情報がテレ

ビ等のマスメディアに速や

かに提供されるようになり

所期の目的は概ね達成され

た。 

他の連携機関に対す
る連携にあたっての 

要望事項 
なし なし なし なし なし なし 

課題・懸案事項等 なし なし 

・防災行政無線や

消防・救急無線に

ついてデジタル化

への移行を促進す

る。 

・地方公共団体の

防災行政無線や

消防・救急無線に

ついては、画像伝

送などの高機能化

が図れるデジタル

化への移行を促

進。 

なし なし 

･Ｌアラートの運用にあたっ
ては地方公共団体職員等関
係者の習熟が必須であり、
今後もマスメディアを含め
た訓練が必要である。 

･Ｌアラートに流通させる災
害情報については、さらに
多方面からの多様な情報が
必要であり、また、これら
情報の取り扱いについての
ルール化等も必要であるた
め、「東海地域Ｌアラート
推進連絡会」と連携してＬ
アラートの利便性を図る必
要がある。 

達成状況の評価 △ ○ ▲ △ △ △ 
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平成２７年度 優先的に取り組む連携課題に係る成果について

１ 非常通信体制の総点検等を実施
(1)  非常通信体制（無線局等の運用体制、設備等）の総点検を実施し、点検結果を踏まえ対応中
(2) 南海トラフ巨大地震の被害想定を踏まえ、非常通信ルートの見直しを行い、１１月に全国非常通

信訓練を実施

２ 防災行政無線のデジタル化及び臨時災害ＦＭ放送の免許手続等の周知
講演会形式により５回実施するほか、１５自治体を訪問して説明

３ Ｌアラートの利用促進に向けた働きかけの実施
(1) 愛知県は４月から、また、三重県は６月から本格運用を開始（岐阜県、静岡県は、平成２５年から）
(2) ６月に全国合同訓練を実施し、静岡県、愛知県及び三重県が参加
(3) 東海地方非常通信協議会が実施する非常通信訓練で、Ｌアラートと連動した訓練を実施

４ 災害による通信・放送ネットワーク等の強靱化に向けた支援
民間放送事業者２社及びケーブルテレビ事業者１社に支援を実施

５ 観光・防災Wi-Fiステーション整備に向けた支援
自治体６団体及びケーブルテレビ事業者１社に支援を実施
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平成２８年度 優先的に取り組む連携課題

１ 災害時の通信手段の強化（東海地方非常通信協議会）、２ 放送ネットワークの強靱化、３ 非常災害時の衛星携
帯電話等の貸出

（１） 情報通信基盤の耐災害性の強化

（２） 情報伝達・共有の多層化・充実の強化

１ 観光・防災Wi-Fiステーションの整備、２ ＦＭ補完放送局の導入、３ 臨時災害ＦＭ放送局の周知、４ Ｌアラートの
運用強化、５ 防災行政無線の導入

４ 情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化

４ 情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化

（１） 情報通信基盤の耐災害性の強化

（２） 緊急速報メールのエリア拡充の推進

（３） 防災行政無線の充実・強化の推進

（４） 臨時災害放送局開局に向けた環境整備

（５） 情報伝達手段の充実に向けた取組サポート

１ 災害時の通信手段の強化（東海地方非常通信協議会）､ ２ 放送ネットワークの強靱化及び観光・防災Wi-Fiステーションの整備導入

１ 緊急速報メールの導入

１ 防災行政無線の導入

１ 臨時災害ＦＭ放送局の周知

１ 県・電気通信事業者等との連絡会の設置、２ ＦＭ補完放送局の導入、３ 非常災害時の衛星携帯電話等の貸出

１ Ｌアラートの運用強化

（６） 情報共有の強化

※災害発生時においても、通信手段を喪失しないための取組

※災害発生後における、情報発信手段の多様化を図る取組
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優先的に取り組む連携課題
（幹事機関）

目的

４ 情報伝達の多層化・充実と情
報共有の強化

（東海総合通信局）

情報通信基盤の耐災害性の強化、情報伝達の多層化・充実、情報共有の強
化を図る。

(1)  情報通信基盤の耐災害性の強化
大規模災害の発生時においても、防災関係機関間での情報伝達及び住民

に対する情報発信のための情報通信基盤の喪失を防ぎ、スムーズで切れ目
のない情報の流通を可能とするため、災害時の通信手段の強化及び放送
ネットワークの強靱化に対する支援を行い、情報通信基盤の強化を目指す。

(2) 情報伝達・共有の多層化・充実の強化
大規模災害の発生時においても、住民に対する情報伝達が途絶しないよう、

観光・防災Wi‐Fiステーション及びＦＭ補完放送局の整備導入の支援並びに防
災行政無線のデジタル化、臨時災害ＦＭ放送局の周知及びＬアラートの運用
強化に向けた働きかけを行い、情報伝達・共有手段の多層化・強化を目指す。

平成２８年度 優先的に取り組む連携課題
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（１） 情報通信基盤の耐災害性の強化（東海地方非常通信協議会）

【目的】
電波法第７４条の規定に基づき、地震、台風、洪水、雪害、その他非常事態が発生した場合に、人命救助、災害の救援、
交通通信の確保又は、秩序の維持のために必要な情報通信の円滑な運用を図ることを目的とする。

【構成】
防災関係の国の機関、管内の各県、市長会、町村会、電気通信事業者、放送事業者、ライフライン関係事業者等１５９
団体（２８年１月１日現在）で構成。

【主な活動】
・非常通信ルートの整備・全国非常通信訓練、総合防災訓練（中央防災会議）における非常通信訓練及び東海地方非
常通信協議会独自の非常通信訓練の実施・無線局等の運用体制・設備等についての総点検の実施等
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（１） 情報通信基盤の耐災害性の強化（放送ネットワークの強靱化）

被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、災害発生時に地域にお
いて重要な情報伝達手段となる放送ネットワークの強靱化を実現するものです。

放送局については、平成２５年度に事業者２社に対して、予備中継回線設備及び予備送信機の整備、平成２６年度に
も、事業者２社に対して予備中継回線設備の整備を支援しています。

また、ケーブルテレビについては、平成２４年度に自治体２団体及び事業者１０社に光幹線２重化及びループ化等の整
備、平成２５年度に事業者５社に対して監視制御機能追加整備、平成２７年度にも事業者１社に対して監視制御機能追
加整備を支援しています。

※放送局の予備送信設備、災害対策補完送信所、
緊急地震速報設備等の整備費用

【加入者宅】

【公民館】【加入者宅】

２ルート化

放送ネットワーク整備事業 地域ケーブルテレビネットワーク整備事業

※ケーブルテレビ幹線の２ルート化等の整備費用の
一部を補助
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（２） 情報伝達・共有の多層化・充実の強化（ＦＭ補完放送局の導入）

平時や災害時において、国民に対する放送による迅速かつ適切な情報提供手段を確保するため、難視聴解消のため
の中継局整備を行うことによって電波の適正な利用を図るものです。

平成２７年度に事業者２社に対して中継局整備を支援しています。

※国民生活に密着した情報や災害時における 生命・財産の確保に必要な情報の提供を確保するため、ラジオの
難聴解消のための中継局の整備費用の一部を補助
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（２） 情報伝達・共有の多層化・充実の強化（観光・防災Wi-Fiステーションの導入）

防災や観光の拠点における住民の情報収集や来訪者等の利便性を高めるため、公衆無線ＬＡＮ環境の整備を実現す
る地方公共団体等への支援を行うものです。

平成２５年度は、自治体２団体、ケーブルテレビ事業者１社、平成２６年度は、自治体３団体、ケーブルテレビ事業者１
社、平成２７年度は、３自治体が行う公衆無線ＬＡＮ環境整備について支援しました。

【観光・防災Wi-Fiステーション整備のイメージ】
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（２） 情報伝達・共有の多層化・充実の強化（臨時災害ＦＭ放送局の周知）

地震・風水害等により甚大な被害に遭われた市町村等からの申請により、遭難情報、道路状況、交通情報、停電情報
等の生活関連情報を提供する臨時災害FM放送局が臨機の措置により免許される制度について、機会を捉え周知を
行っています。
東日本大震災では、岩手、宮城、福島の3県で２４自治体の臨時災害FM放送局が設置され、そのうち９自治体は現在

も運用しています。

【臨機の措置】
重要通信の疎通の確保を図るため、無線局の開設、周波数等の指定変更、無線設備の設置場所等の変更を行
う必要がある場合において、緊急やむを得ないと認められるものについて、口頭等により許認可を行う特例措置。
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（２） 情報伝達・共有の多層化・充実の強化（防災行政無線のデジタル化の推進）

防災行政無線は、伊勢湾台風などの過去の大規模災害を教訓として地方自治体に整備されてきました。

また、平成１３年度からは、画像伝送などの、より多様化・高度化するニーズに応えて、今までのアナログ方式から
デジタル方式による防災行政無線（市町村デジタル同報通信システム、市町村デジタル移動通信システム）へと移行
が図られています。デジタル化により、同報系では、文字伝送、画像伝送、津波警報（衛星を経由して自動送信）が
可能となり、また、移動系では、静止画像伝送やデータ通信、隣接市町村との応援通信、高品質・多チャンネル化が
可能となります。

東海総合通信局では、デジタル化の推進を図るため、様々な機会をとらえて働きかけを行っています。

県名
設置済みの市町村数※1

市町村デジタル同報系 市町村デジタル移動系

岐阜県 ２０ ７

静岡県 １０ ２７

愛知県 １８ １８

三重県 １１ ８

県名 市町村数 同報系設置
※2

整備率 移動系設置
※3

整備率

岐阜県 42 41 97.6% 42 100%
静岡県 35 35 100% 35 100%
愛知県 54 43 79.6% 54 100%
三重県 29 29 100% 29 100%
合計 160 148 92.5% 160 100%

注)同報系：市役所、役場から街頭等に設置した屋外拡声装置や各家庭に設置した戸別受信機に情報を伝達する固定系無線 移動系：移動中の車両等との間で通信を行う移動系無線
(※1)一部地域のみのデジタル化を含む (※2)260MHz帯デジタル移動系又はＭＣＡで整備している市町を含む (※3)ＭＣＡで整備している市町を含む

管内でのデジタル防災行政無線整備状況（28.1.1現在）

管内での市町村防災行政無線整備状況（28.1.1現在）
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（２） 情報伝達・共有の多層化・充実の強化（Ｌアラートの運用強化）

Ｌアラートは、防災関係機関等が発信する災害情報を効率的に集約・共用し、住民に対し、テレビ、ラジオなど
の多様な手段で一括配信するシステムです。
今年度の全国合同訓練は６月に実施され、静岡県、愛知県及び三重県が参加しました。

また、東海地方非常通信協議会が１１月に実施した非常通信訓練では、Ｌアラートシステムと連動した訓練を実
施しました。

東海総合通信局では、地域メディア（コミュニティＦＭ・ＣＡＴＶ事業者等）への参加を呼びかけるとともに、「東海
地域安心・安全公共コモンズ推進連絡会」と連携して利用拡大を推進しています。

各県のＬアラートの本格運用の開始

岐阜県 平成２５年１月 静岡県 平成２５年２月 愛知県 平成２７年４月 三重県 平成２７年６月
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国土地理院中部地方測量部
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地理院地図活用の促進

〇地理院地図を活用した防災拠点等の情報や災害時の情報における情報共有手法の検討

 南海トラフ地震対策中部圏戦略会議構成員を対象に、地理院地図の活用方法
や機能などを周知

 地理院地図活用促進説明会の実施

【主な機能】
• UTMグリッド表示
• 標高値の確認
• 作図と作図情報の保存・読込
• 距離・面積の計測
• 共有ファイル作成 etc...

 地理院地図活用実績のある関係機関より、実例を紹介

 地理院地図活用事例の紹介

 関係行政機関による地理院地図を活用した情報共有ロールプレイングを実施する
など、情報共有手法（地理院地図による連携方法）の検討

 情報共有ロールプレイングの実施

【地理院地図に収録している情報】
• 地図・空中写真
• 基準点・測地観測
• 他機関の情報 etc...

■地理院地図活用の促進における概要

標高データ

地図

共
有
情
報

背
景
情
報
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地理院地図活用の促進

■検討経緯

対 象 ： 戦略会議構成員の機関
国の地方支分部局等：34機関
地方公共団体等；13機関
経済団体：4機関
ライフライン等関係機関：56機関
報道関係機関：10機関

説明内容 ： 地理院地図活用の促進について
地理院地図を活用した災害情報の共有
地理院地図の活用事例について

地理院地図利用の意見集約、活用実態、意向、希望等の調査を実施

情報共有手法の検証

平
成
27
年
度

平
成
28
年
度
以
降

防災拠点等に関する情報や災害時の情報の共有化に向けた課題の抽出
情報共有手法・ルールの検討
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地理院地図活用の促進

■地理院地図活用促進説明会

防災拠点等の情報や災害時の情報共有ツールとして地理院地図活用の促進を目的に開催した。

日 時：平成28年1月28日（木）14:00～16:00

会 場：名古屋合同庁舎 第2号館 3階共用大会議室

次 第：
1.開会
2.地理院地図活用の促進について【中部地方整備局】
3.地理院地図を活用した災害情報の共有【中部地方測量部】
4.地理院地図の活用事例について
（1）愛知県警における地理院地図の活用方策について【愛知県警察本部】
（2）UTMグリット座標の活用による迅速な情報活用方策について【陸上自衛隊第10師団】
（3）地理院地図を活用した情報伝達訓練について【中部地方整備局】
（4）総合災害情報システム（DiMAPS）について【中部地方整備局】
5.閉会

概 要

戦略会議構成員を対象に開催

○参加機関： 43機関

○参加人数：112名

中部地方測量部

陸上自衛隊第10師団

愛知県警察本部

中部地方整備局 道路部

地理院地図活用促進説明会状況 地理院地図の閲覧方法や活用方法を説明

愛知県警における活用事例

UTMグリットの有効性を説明

道路啓開時における活用検討

統合災害情報システムの説明

中部地方整備局 企画部
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